第１号様式（第４条関係）

文書番号　第        号
令和　　年    月    日

物流拠点機能強化支援事業費補助金事務局

事業者    住所
名称　　　　　　　　　　　　　　協議会
代表者名

物流拠点機能強化支援事業費補助金に係る交付申請書
（非常用電源設備の導入補助事業）


令和　年度物流拠点機能強化支援事業費補助金（非常用電源設備の導入補助事業）の交付を受けたいので、補助金等に係る予算の執行の適正化に係る法律（昭和30年法律第179号）第４条の規定に基づき、別紙関係書類を添えて申請します。

1． 設備管理者及び補助により設備整備を行う施設の概要
別紙１　事業計画のとおり
2． 補助事業に要する経費
別紙２　経費内訳のとおり
3． 補助対象経費　　　　金　　　　　　円
4． 補助金交付申請額　　金　　　　　　円
5． 添付書類
(1) 事業計画（別紙１）
(2) 経費内訳（別紙２）
(3) 宣誓書（別紙３）
(4) 協議会等設置要領（別紙４）
(5) 補助対象事業実施体制及び人員配置等状況（別紙５）
(6) 補助対象経費の算出の根拠となる書類
(7) その他補助金の交付に関して参考となる書類


別紙１

事業計画
（非常用電源設備の導入補助事業）

１．設備管理者（非常用電源設備を導入しようとする施設の管理者）の概要
	名称
	
	代表者
	

	資　本　金
	
	従業員数
	

	主たる業種
	
	設立年月日
	

	担　当　者
	
	担当者連絡先
	



２．補助により設備整備を行う施設の概要
	施設の名称
	
	施設の規模
（延べ床面積）
	

	施設の位置
	

	施設の用途
	




別紙２

経費内訳
（非常用電源設備の導入補助事業）

（単位：円）
	(1)
補助対象経費の区分
	(2)
補助事業に要する経費
	(3)
補助対象経費の額（交付申請額）
	(4)
積算内訳

	補助対象設備整備の完了予定日

	○○費
	
	
	
	

	■■費
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	


※欄に記入困難な場合は、任意様式で提出することも可。
また、事業実施に当たって参考となる資料があれば添付すること。

（添付書類）
１．補助により整備する設備が導入される施設の構造等が分かる書類
２．補助により整備する設備の仕様等が分かる書類
３．補助対象経費の算出の根拠となる書類
４．振込先調書（添付できない場合は、後日提出すること）
５．災害時等に地方公共団体等から協力要請があった場合において、その要請に基づき、対応可能な範囲内において協力を行う旨の宣誓書
６．その他補助金の交付に関して参考となる書類


別紙３


国土交通大臣　殿

宣　　誓　　書

令和　年度物流拠点機能強化支援事業費補助金（非常用電源設備の導入補助事業）により、非常用電源設備の整備を実施した協議会等を構成する者は、以下の事項につき宣誓します。

ア　物流事業者等は、災害時等に地方公共団体等から協力要請があった場合には、対応可能な範囲内で協力すること。
イ　地方公共団体と物流事業者等は、災害時等における施設利用協定を締結すること。
ウ　物流事業者等は、地方公共団体が行う訓練に参加すること。
エ　物流事業者等は、地方公共団体が行う災害時等の施設利用に関する調査に協力すること。
オ　地方公共団体は、非常用電源設備の導入に係る協議会負担額のうち、国が交付した額の1/2以上に相当する額を負担すること。
















						　	令和　　年　　月　　日


























物流事業者等

所在地　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名又は名称　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者の氏名　　　　　　　　　　　

地方公共団体

所在地　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

名　称　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

地方公共団体の長の氏名　　　　　　　　　　　

＜担当者＞
所属部署： 
担当者名： 
電話番号： 
※同意する地方公共団体の担当者情報をご記入ください。
















別紙４

協議会等設置要領
（非常用電源設備の導入補助事業）

	協議会名称
	

	設置要領
	


























	
	



※欄に記入困難な場合は、任意様式で提出することも可。

別紙５

補助対象事業実施体制及び人員配置等状況
（非常用電源設備の導入補助事業）
（事業全体のとりまとめ）


所属
氏名


（補助対象事業担当者）

所属
氏名



担当する業務内容
※具体的にご記入ください。






（補助対象事業担当者）

所属
氏名



担当する業務内容







（補助対象事業担当者）

所属
氏名



担当する業務内容





（補助対象事業経理担当者）

所属
氏名




· [bookmark: _Hlk192694885]担当する業務内容は、事業計画書（別紙１）の事業内容のうち、それぞれが担当する事業内容を記載すること。
· 欄に記入困難な場合は適宜欄を追加して記載すること。また任意様式で提出することも可。
第２号様式（第７条第１項関係）

物非発　第        号
令和　　年    月    日

補助対象事業者  殿

                                         物流拠点機能強化支援事業費補助金事務局


物流拠点機能強化支援事業費補助金に係る交付決定通知書
（非常用電源設備の導入補助事業）


令和    年    月    日付け     第　　　号をもって交付申請のあった令和　年度物流拠点機能強化支援事業費に係る非常用電源設備の導入補助事業については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下｢適正化法｣という。）第７条の規定により、下記のとおり交付することを決定したので、同法第８条の規定に基づき、通知する。


記

1． 補助金の交付の対象となる事業の内容は、令和　年　月　日付け第　号で申請のあった物流拠点機能強化支援事業費補助金に係る交付申請書（非常用電源設備の導入補助事業）記載のとおりとする。

2． 補助対象経費及び補助金の額は、次のとおりとする。
補助対象経費    金                    円
補助金の額    金                    円
　　ただし、補助事業の内容が変更された場合における補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の額については、別に通知するものとする。

3． 補助対象経費の区分及びこの配分された経費に対応する補助金の額は、交付申請書記載のとおりとする。
4． 補助対象事業者は、適正化法及び同法施行令（昭和30年政令第255号）並びに物流拠点機能強化支援事業費補助金（非常用電源設備の導入補助事業及び災害時の支援物資輸送体制構築促進事業）交付規程に定めるところに従わなければならない。

第３号様式（第９条関係）

文書番号　第        号
令和　　年    月    日

物流拠点機能強化支援事業費補助金事務局

事業者    住所
名称　　　　　　　　　　　　　　協議会
代表者名

物流拠点機能強化支援事業費補助金に係る交付申請取下げ届出書
（非常用電源設備の導入補助事業）


令和    年    月    日付け        第        号をもって補助金交付決定通知のありました標記補助金に係る補助事業については、下記のとおり不服があるので、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第９条の規定に基づき、交付申請を取り下げます。


記


１．交付申請年月日及び番号

２．補助金の額

３．不服のある交付の決定の内容又は交付決定に付された条件

４．取り下げる理由


第４号様式（第12条第１項関係）

文書番号　第        号
令和　　年    月    日

物流拠点機能強化支援事業費補助金事務局

事業者    住所
名称　　　　　　　　　　　　　　協議会
代表者名

物流拠点機能強化支援事業費補助金に係る計画変更承認申請書
（非常用電源設備の導入補助事業）


令和    年    月    日付け        第        号をもって補助金交付決定通知のありました標記補助金に係る申請書類の内容を下記のとおり変更したいので、物流拠点機能強化支援事業費補助金（非常用電源設備の導入補助事業及び災害時の支援物資輸送体制構築促進事業）交付規程第12条第１項の規定に基づき、申請します。


記

１．変更事項及びその内容

２．変更する理由

３．変更事項に係る新旧対照表

４．その他参考となる書類


第５号様式（第12条第２項関係）

物非発　第        号
令和　　年    月    日

補助対象事業者  殿

                                         物流拠点機能強化支援事業費補助金事務局


物流拠点機能強化支援事業費補助金に係る計画変更承認通知書
（非常用電源設備の導入補助事業）


令和    年    月    日付け        第        号で補助金計画変更承認申請書のあった標記補助金に係る補助事業の交付決定を下記のとおり変更したので、物流拠点機能強化支援事業費補助金（非常用電源設備の導入補助事業及び災害時の支援物資輸送体制構築促進事業）交付規程第12条第２項の規定に基づき、通知する。


記



	補助対象事業の区分
	補助対象経費(円)
	補助金額(円)

	
	変更前
	
	


	
	変更後
	
	




第６号様式（第13条関係）

文書番号　第        号
令和　　年    月    日

物流拠点機能強化支援事業費補助金事務局

事業者    住所
名称　　　　　　　　　　　　　　協議会
代表者名

物流拠点機能強化支援事業費補助金に係る事業中止（廃止）申請書
（非常用電源設備の導入補助事業）


令和    年    月    日付け        第        号をもって補助金交付決定通知のありました標記補助金に係る補助事業について、下記の理由により同事業を中止（廃止）したいので、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第７条の規定に基づき、申請します。


記


１．補助事業を中止（廃止）する理由

２．補助事業を中止（廃止）する期間及び再開後の完了年月日

３．その他参考となる書類





第７号様式（第16条関係）

文書番号　第        号
令和　　年    月    日

物流拠点機能強化支援事業費補助金事務局

事業者    住所
名称　　　　　　　　　　　　　　協議会
代表者名

物流拠点機能強化支援事業費補助金に係る事故報告書
（非常用電源設備の導入補助事業）


令和    年    月    日付け        第        号をもって補助金交付決定通知のありました標記補助金に係る補助対象事業について、下記のとおり事故が発生したので、物流拠点機能強化支援事業費補助金（非常用電源設備の導入補助事業及び災害時の支援物資輸送体制構築促進事業）交付規程第16条の規定に基づき報告します。


記


１．事故の種類

２．事故の主な原因

３．事故に対する補助対象事業者の対処方針

４．事故に伴い経費の配分に変更がある場合はその内容

５．その他報告が必要な内容



第８号様式（第17条関係）
文書番号　第        号
令和　　年    月    日
物流拠点機能強化支援事業費補助金事務局
事業者    住所
名称　　　　　　　　　　　　　　協議会
代表者名

物流拠点機能強化支援事業費補助金に係る補助事業経費の使用状況報告書
（非常用電源設備の導入補助事業）

物流拠点機能強化支援事業費補助金（非常用電源設備の導入補助事業及び災害時の支援物資輸送体制構築促進事業）交付規程第17条の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

１．補助事業の遂行状況

２．補助対象経費の区分別収支概要


第９号様式（第18条関係）

文書番号　第        号
令和　　年    月    日

物流拠点機能強化支援事業費補助金事務局

事業者    住所
名称　　　　　　　　　　　　　　協議会
代表者名

物流拠点機能強化支援事業費補助金に係る完了実績報告書
（非常用電源設備の導入補助事業）


令和    年    月    日付け        第        号をもって補助金交付決定通知のありました標記補助事業の完了実績について、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第14条の規定に基づき、別紙のとおり報告します。

記

（単位：円）
	補助対象事業
の区分
	補助対象経費(A)
	交付決定額(B)
	実施額
(C)
	差額(D)
A-C
	補助金額
(E)

	
	
	

	
	
	

	
	
	
	
	
	




（添付書類）
1． 事業計画（実績報告）
2． 補助対象経費の実績額を明らかにした書類（契約書、請求書及び輸送の実績等を明らかにした書類等）
3． 補助対象経費の支払いを証明する書類（添付できない場合は、後日提出すること。）
4． その他参考となる書類

第10号様式（第19条関係）
文書番号　第        号
令和　　年    月    日
物流拠点機能強化支援事業費補助金事務局

事業者    住所
名称　　　　　　　　　　　　　　協議会
代表者名

物流拠点機能強化支援事業費補助金に係る事業承継承認申請書

下記５をもって交付決定のあった上記補助金に係る間接補助事業の地位を承継し、当該間接補助事業を継続して実施したいので、物流拠点機能強化支援事業費補助金（非常用電源設備の導入補助事業及び災害時の支援物資輸送体制構築促進事業）交付規程第19条の規定に基づき、下記のとおり申請します。

記

１．旧間接補助事業者名

２．新間接補助事業者名

３．間接補助事業の地位の承継理由

４．交付決定通知の日付及び番号
交付決定番号　　　第　　　　　　　　　号
交付決定年月日　　　令和　　年　　月　　日

５．交付決定通知に記載された補助金の額
　　　　　　金　　　　　　　　　　　　円


【本間接補助事業承継承認申請に係る連絡先】
	法人名および部署
	担当者名
	電話及びE-mail

	
	
	（電話）
（E-mail）






第11号様式（第20条関係）
物非発　第        号
令和　　年    月    日

補助対象事業者  殿

                                         物流拠点機能強化支援事業費補助金事務局


物流拠点機能強化支援事業費補助金に係る補助事業交付金額確定通知書
（非常用電源設備の導入補助事業）


令和    年    月    日付け        第        号をもって実績報告のあった、令和　年度物流拠点機能強化支援事業費補助金に係る非常用電源設備の導入補助事業については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第15条の規定に基づき、下記のとおり確定したので、通知する。


記


確定補助金額    金                    円



第12号様式（第21条第２項関係）
文書番号　第        号
令和　　年    月    日
物流拠点機能強化支援事業費補助金事務局

事業者    住所
名称　　　　　　　　　　　　　　協議会
代表者名

物流拠点機能強化支援事業費補助金に係る補助金精算（概算）払請求書
（非常用電源設備の導入補助事業）

令和    年    月    日付け        第        号をもって補助金の額の確定通知のありました標記補助金について、物流拠点機能強化支援事業費補助金（非常用電源設備の導入補助事業及び災害時の支援物資輸送体制構築促進事業）交付規程第21条第２項の規定に基づき、下記のとおり補助金の支払いを請求する。

記
	１．補助金額
	金                          円

	２．受取人
（口座名義）
	ﾌﾘｶﾞﾅ
	

	
	住所
	(〒       －          )


	
	ﾌﾘｶﾞﾅ
	

	
	氏名
	

	３．振込先金融機関
及び支店名
	



	銀行
信用金庫
その他
	
	支店

	
	
	（その他：                              ）

	４．預金種別
	     普通預金
	当座預金

	５．口座番号
	
	
	
	
	
	
	


（注）
1． 上記２以下の各欄は、通帳を確認の上、通帳の記載どおり確実に記入すること。
2． 上記３は、金融機関名を記入の上、銀行・信用金庫・その他のいずれかに○を付けること。なお、その他の場合にあっては、金融機関名（例：○○農業協同組合）を記入すること。
3． 上記４は、普通預金・当座預金のいずれかに○を付けること。
4． 上記５の口座番号は、右詰めで記入すること。

本件責任者　氏名　　　　　　　　　連絡先　　　　　　　　　　
担当者　氏名　　　　　　　　　連絡先　　　　　　　　　　
非常用電源設備の導入補助事業
非常用電源設備の導入補助事業




第13号様式（第22条第１項関係）

文書番号　第        号
令和　　年    月    日

物流拠点機能強化支援事業費補助金事務局

事業者    住所
名称　　　　　　　　　　　　　　協議会
代表者名

令和　年度消費税額及び地方消費税額の額の確定に伴う報告書

物流拠点機能強化支援事業費補助金（非常用電源設備の導入補助事業及び災害時の支援物資輸送体制構築促進事業）交付規程第22条第１項の規定に基づき、下記のとおり報告します。

　　　　　　　　　　　　　　　　記

１．補助金額（交付規程第20条第１項による額の確定額） 　　　 　　　円

２．補助金の確定時における消費税及び地方消費税に
係る仕入控除税額 　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　円

３．消費税額及び地方消費税額の確定に伴う補助金に
係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額 　 　　　　　　　　　円

４．補助金返還相当額（３．－２．） 　　　　　　　　　　　　　　　　 円

（注）別紙として積算の内訳を添付すること。


第14号様式（第23条第７項関係）
文書番号　第        号
令和　　年    月    日
物流拠点機能強化支援事業費補助金事務局

事業者    住所
名称　　　　　　　　　　　　　　協議会
代表者名

物流拠点機能強化支援事業費補助金に係る補助金返還報告書

下記２をもって交付決定のあった上記補助金に係る間接補助事業について、物流拠点機能強化支援事業費補助金（非常用電源設備の導入補助事業及び災害時の支援物資輸送体制構築促進事業）交付規程第23条第７項の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

１．交付決定番号及び交付決定年月日
交付決定番号　　　　　第　　         　　　号
交付決定年月日　　　　　令和　　年　　月　　日

２．補助の額の確定通知番号及び確定年月日
額の確定番号　　　　第　　　　　　　　　号
確定年月日　　　　令和　　年　　月　　日

３．既に交付を受けている補助金の額
　　　　　金　　　　　　　　　　　　円

４．返還を請求された金額及び年月日
返還請求された金額　　金　　　　　　　　　円
請求年月日　　令和　　年　　月　　日

５．返還した金額及び年月日
（１）返還金　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
（２）加算金　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
（３）返還年月日　　　　　　令和　　年　　月　　日

【本返還請求に係る連絡先】
	法人名および部署
	担当者名
	電話及びE-mail

	
	
	（電話）
（E-mail）




第15号様式（第26条第２項関係）

物流拠点機能強化支援事業費補助金に係る取得財産等管理台帳
（令和　　年度）

	取得者の
氏名・名称
	

	財 産 名
	

	規　　格
	

	　金額（円）
	

	取得年月日
	

	耐用年数
	

	設置場所
	

	備　　考
	


 （注）備考欄には、取得財産毎に識別できる内容を記載すること。


第16号様式（第26条第３項関係）

物流拠点機能強化支援事業費補助金に係る取得財産等管理明細表（令和　年度）
	区分
	財産名
	規格
	数量
	単価
	金額
	取得年月日
	処分制限
期間
	保管場所
	補助率
	備考

	
	
	
	
	
円
	
円
	
	
	
	
	



（注）１．対象となる取得財産等は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和30年政令第255号）第13条第１号から第３号までに定める財産、取得価格又は効用の増加価格が本交付規程第27条第１項に定める処分制限額以上の財産とする。
２．財産名の区分は、（ア）不動産、（イ）船舶、航空機、浮標、浮さん橋及び浮ドツク、（ウ）（ア）（イ）に掲げるものの従物、（エ）車両及び運搬具、工具、器具及び備品、機械及び装置、（オ）無形資産、（カ）開発研究用資産、（キ）その他の物件とする。
３．数量は、同一規格等であれば一括して記載して差し支えない。単価が異なる場合は分割して記載すること。
４．取得年月日は、検収年月日を記載すること。
５．処分制限期間は、本交付要綱第27条第２項に定める期間を記載すること。

第17号様式（第27条第３関係）
文書番号　第        号
令和　　年    月    日


物流拠点機能強化支援事業費補助金事務局

事業者    住所
名称　　　　　　　　　　　　　　協議会
代表者名

物流拠点機能強化支援事業費補助金に係る財産処分承認申請書

令和　　年度物流拠点機能強化支援事業費補助金に係る補助事業により取得した財産を、下記のとおり処分したいので、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第22条の規定に基づき、申請します。

記

１．処分しようとする財産の明細


２．処分の内容


３．処分しようとする理由


４．その他参考となる書類

